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令和元年度「会員組合サービス向上のためのニーズ調査」結果報告

（ ）

　会員組合の皆様には、本調査にご協力をいただきありがとうございました。本調査は、激変する経済情勢
の中で会員組合の皆様がどのような課題に直面し、活動されているかについて把握するため実施させていた
だいたものです。当会では、今回の調査結果を踏まえ、実施事業が会員組合の皆様にとって実効あるものと
なるよう、多様な取り組みを推進してまいる所存ですので、今後ともご支援ご協力くださいますようよろしく
お願いします。

◦調 査 期 間：令和２年１月22日～３月18日	 	 　　◦回答組合数：414組合
◦調 査 対 象：大阪府中小企業団体中央会会員　733組合	 　　◦回 収 率：56.5％

〈組合及び組合員の状況について〉

設問１．貴組合は、１年前と比較してどのような状況ですか。

１．組合員数について

元年度

30年度

増加

横ばい

減少
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14％
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34％

35％

52％

52％

２．組合事業の利用・参加状況について

元年度

30年度

増加

横ばい

減少

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

16％ 70％

68％

14％

16％16％

３．組合員の経営状況について

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元年度

30年度

7％

14％

17％

17％

76％

69％

全般的に好転

組合員でまちまち

全般的に悪化
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設問３．�貴組合では、設問２の取り組みにより組合員企業の成長、発展に成果を上げていますか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元年度

30年度

2％2％

2％2％

7％ 11％31％ 48％

8％ 11％

1％

29％ 49％

十分に成果が上がっている

ある程度成果が上がっている

その他

組合員により成果がまちまち

成果が上がっていない

わからない

1％

設問２．貴組合では、現在どのような役割を果たすことを主眼に置き、取り組みを進めておられますか。
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30年度 元年度

設問４．�現在、貴組合が実施されている事業を充実・強化していく上でどのような課題がありますか。（複数回答）
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設問５．�貴組合では、組合員企業の成長・発展のため、今後、どのような事業に取り組んでいきたい
ですか。（複数回答）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

人材確保

従業員の育成（教育研修）

後継者（リーダー）の育成【事業承継対策】

新たな連携による事業の創造

市場（販路）開拓

ホームページの構築・活用

技術・技能の継承【事業承継対策】

新事業・新分野への進出

ブランド構築・ブランド力の向上

マーケティング力の強化

ＩＴ活用

新たなノウハウ・技術の導入

商品（サービス）開発

行政機関（資金面等）に関する情報提供

BCP（事業継続計画）策定

環境対策

展示会の開催・出展

海外展開への支援

その他

為替、市況（原油・原材料等）変動への対応
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16％16％

17％17％
13％13％

16％16％
17％17％

16％16％
15％15％

15％15％
16％16％

12％12％
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設問６．�本会では、貴組合が抱える課題を踏まえ、組合事業の活性化に向けて必要と思われる取り組み
について、各種支援事業を実施しておりますが、下記に掲げる事業についてお尋ねします。

〈中央会事業への関心、要望等について〉

（１）「組合活性化事業」として関心があるもの、支援を希望するもの（複数回答）
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（２）「相談事業」として関心があるもの（複数回答）
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（３）「セミナー事業」として関心があるもの（複数回答）
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（４）「調査、情報発信事業」として関心があるもの（複数回答）
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（６）その他、本会で実施する事業のうち関心があるもの（複数回答）
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（５）「中央会共済事業」の中で関心があるもの（複数回答）
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